
 

人口減少対策推進に関する要望決議について  

 

我が国全体で人口減少が進行する中、中井町においても出生率の低下と高齢

化率の上昇が深刻な課題となっている。特に、進学や就職を機に若者が都市部

へ移住する傾向が続いており、これにより地域の活力が低下している。さらに、

人口減少に伴う空き家の増加が顕著になり、景観の悪化や治安への影響が無視

できなくなっている。  

このまま何も対策を講じなければ、地域社会の持続可能性が危機的な状況に

陥り、住民の生活環境や行政サービスにも深刻な影響を及ぼすことが予想され

る。加えて、地域経済の縮小に伴い、商業や農業が衰退し、町の魅力そのもの

が失われる恐れがある。  

このような厳しい現状に対し、包括的かつ実効性のある施策を講じることが

急務であり、町の未来を守るためには国や県との連携を強化し、積極的な人口

減少対策を進めていくことが必要である。  

以上のことから、人口減少問題の解決に向けて下記の項目について強く要望

する。  

              記  

１ 市街地の再開発と利用促進  

   市街化区域における未利用地の小規模宅地開発を推進し、開発業者には

道路・上下水道整備の補助金制度を創設し助成する。また、土地所有者や

開発業者への働きかけを強化し、宅地整備の必要性を周知する。さらに、

未利用地の調査を行い、相談専用窓口を設置し、円滑な土地利活用を支援

する。  

２ 雇用の確保  

   メガソーラー跡地に地域の雇用創出を目的とした企業誘致を図る。また、

誘致のための道路等を含めた環境整備を行う。  

３ 定住促進  

   人口増加を目的とし、手頃な価格で良好な住環境を提供するため、民間

賃貸住宅に住む子育て世代への助成を検討する。  

 

以上、決議する。  

 

令和７年３月１４日       

中井町長 戸村 裕司 殿   

           中井町議会  


